
2026年6月5日

東京都中野区本町二丁目４６番１号　

株式会社　ＪＴＢ商事　　　　 　　 

代表取締役 社長執行役員 加藤　雄次

    （単位：千円）

　　科　　　目 　　金　　　　額 　　科　　　目 　　金　　　　額

　　　資　　　産　　　の　　　部 　　　負　　　債　　　の　　　部

流　 動　 資　 産 17,643,525 流　 動　 負　 債 11,369,488
現 金 及 び 預 金 84,726 支払手形及び電子記録債務 2,624,121
受取手形及び電子記録債権 31,801 買 掛 金 6,083,471
売 掛 金 7,256,698 未 払 金 483,998
未 収 金 346,485 未 払 賞 与 729,526
商 品 2,083,925 未 払 費 用 118,398
貯 蔵 品 69,741 未 払 法 人 税 等 192,738
未 成 工 事 支 出 金 115,666 前 受 金 32,351
前 払 金 155,243 未 成 工 事 受 入 金 78,231
関係会社短期貸付金 7,479,530 工 事 補 償 引 当 金 2,607
そ の 他 20,430 預 り 金 975,284
貸 倒 引 当 金 △ 724 そ の 他 48,759
　固　 定　 資　 産 1,917,845 固　 定　 負　 債 828,622
有 形 固 定 資 産 197,865 退 職 給 付 引 当 金 775,887
建 物 附 属 設 備 80,672 役員退職慰労引当金 41,360
機 械 装 置 18,064 そ の 他 11,375
器 具 備 品 99,128
無 形 固 定 資 産 259,752 　　負　 債　 合　 計 12,198,110
ソ フ ト ウ エ ア 257,359 　　　純　　資　　産　　の　　部

そ の 他 2,392 株 　主 　資 　本 7,362,409
資 本 金 100,000

投 資 そ の 他 の 資 産 1,460,227 利 益 剰 余 金 7,262,409
投 資 有 価 証 券 52,727 利 益 準 備 金 25,000
関 係 会 社 株 式 10,096 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,237,409
差 入 保 証 金 203,107 別 途 積 立 金 5,010,000
長 期 前 払 費 用 2,306 繰 越 利 益 剰 余 金 2,227,409
前 払 年 金 費 用 753,273 （うち当期純利益） （ 1,317,813 )

繰 延 税 金 資 産 388,715 評 価・換 算 差 額 等 851
長 期 債 権 576 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 851
そ の 他 50,000
貸 倒 引 当 金 △ 576 純 資 産 合 計 7,363,260

　　資　 産　 合　 計 19,561,371 負 債・純 資 産 合 計 19,561,371

第４２期決算公告

貸 借 対 照 表
２０２６年　３月３１日現在



【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法を適用しております。 

② その他有価証券 

市場価格のない株式等  移動平均法による原価法を適用しております。 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 商品及び貯蔵品     移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に 

    基づく簿価切下げの方法により算定）を適用しております。 

② 未成工事支出金     個別法に基づく原価法を適用しております。 

 

（３）デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

     デリバティブ         時価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産      定率法を適用しております。 

  ただし２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

は定額法を適用しております。 

 

（２）無形固定資産        定額法を適用しております。 

 なお、ソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を適用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）工事補償引当金   完成工事の瑕疵担保等の費用発生に備えるため、完成工事に対する将

来の補修見積額を計上しております。 

（３）退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。 

（４）役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 

 



４．重要な収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第２９号２０２０年３月３１日）等を適用しており、

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見

込まれる金額で収益を認識しております。 

（１）商品販売取引 

商品等の販売取引については、主に消耗品及び装備品の販売を行っております。このような商品

の販売については、顧客に商品をそれぞれ引き渡した時点で収益を認識しております。 

（２）工事請負取引 

工事請負取引については、工事契約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわ

たり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しており

ます。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の

合計に占める割合に基づき行っております。なお、短期の工事契約については、重要性等に関す

る代替的な取扱いを適用し、履行義務が充足した時点で収益を認識しております。 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 ①ヘッジ手段 為替予約取引 

 ②ヘッジ対象 外貨建金銭債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ方針 輸入取引に係る外貨建金銭債務及び将来の外貨建取引に対して、為替

相場の変動によるリスクをヘッジする目的で行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッ

ジ有効性を評価しております。 

（２）その他 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表の記

載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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